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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　燃料ガスを用いて発電を行う燃料電池セルを有する第１燃料電池と、
　前記第１燃料電池から排出された未反応の前記燃料ガスを含むオフガス中の二酸化炭素
及び水蒸気の少なくとも一方を除去し、再生オフガスとする燃料再生手段と、
　前記再生オフガスを用いて発電を行う燃料電池セルを有する第２燃料電池と、
　ブロワを備え、前記ブロワにより前記第２燃料電池から排出されたオフガスを循環させ
て前記燃料再生手段に供給するオフガス循環経路と、
を備え、
　前記オフガス循環経路にて循環させた前記第２燃料電池から排出されたオフガスを、前
記オフガス中の二酸化炭素及び水蒸気を分離せずに前記燃料再生手段に供給し、前記オフ
ガス中の二酸化炭素及び水蒸気の少なくとも一方を前記燃料再生手段にて除去し、
　前記第１燃料電池及び前記第２燃料電池は、固体酸化物形燃料電池である燃料電池シス
テム。
【請求項２】
　前記第２燃料電池の燃料利用率をＸ（％）としたとき、前記第１燃料電池の燃料利用率
が、１００Ｘ／（Ｘ＋１００）（％）よりも大きい請求項１に記載の燃料電池システム。
【請求項３】
　以下の（１）～（３）のいずれかの条件を満たす請求項１又は請求項２に記載の燃料電
池システム。
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（１）前記第２燃料電池における前記燃料電池セルの数が、前記第１燃料電池における前
記燃料電池セルの数よりも少ない。
（２）前記第１燃料電池及び前記第２燃料電池が複数の前記燃料電池セルが積層してなる
燃料電池スタックをそれぞれ１つ以上有し、前記第２燃料電池における前記燃料電池スタ
ックの数が、前記第１燃料電池における前記燃料電池スタックの数よりも少ない。
（３）前記第２燃料電池における前記燃料電池セルの表面積の合計が、前記第１燃料電池
における前記燃料電池セルの表面積の合計よりも小さい。
【請求項４】
　原料ガスを改質して前記燃料ガスを生成する改質器をさらに備え、
　前記第１燃料電池は、前記改質器から供給された前記燃料ガスを用いて発電を行う請求
項１～請求項３のいずれか１項に記載の燃料電池システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、燃料電池システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　通常６００℃以上の温度で作動する固体酸化物形燃料電池、溶融炭酸塩形燃料電池など
の高温作動形燃料電池のシステムでは、高効率化を図るため、高温作動形燃料電池のアノ
ードから排出されるアノード排ガスを再利用することが検討されている。例えば、アノー
ド排ガス中の水蒸気を除去し、そのガスを再利用することで、システム全体の燃料利用率
を向上させる技術が提案されている。
【０００３】
　例えば、燃料吸入流が供給された燃料電池スタックを運転して電気と２００℃を超える
温度の燃料排気流とを生成し、前記燃料排気流の温度を２００℃以下に下げ、前記燃料排
気流を第一の燃料排気分流と第二の燃料排気分流とに分割した後、前記第一の燃料排気分
流を前記燃料吸入流へとリサイクルする燃料電池システムの運転方法が提案されている（
例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　また、固体酸化物形燃料電池のアノードオフガスから水蒸気を除去してアノードオフガ
スを再生し、再生オフガスを固体酸化物形燃料電池の燃料として再利用することにより固
体酸化物形燃料電池それ自体での燃料利用率を改善する固体酸化物形燃料電池による発電
方法が提案されている（例えば、特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第５５４２３３２号公報
【特許文献２】特開２００６－３１９８９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１、２に記載されている発電システムでは、オフガスを再利用することにより
燃料電池での燃料利用率を高めることが可能であるが、前段の燃料電池にて排出されたオ
フガスを再利用する際にブロワに大きな負荷がかかる。そのため、ブロワにおける負荷圧
力が大きくなり、システムの発電効率が低下するという課題がある。
【０００７】
　本発明は、上記課題に鑑みてなされたものであり、ブロワにおける負荷圧力を低減し、
高い発電効率を有する燃料電池システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
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　上記課題は、例えば以下の手段により解決される。
　＜１＞　燃料ガスを用いて発電を行う燃料電池セルを有する第１燃料電池と、前記第１
燃料電池から排出された未反応の前記燃料ガスを含むオフガス中の二酸化炭素及び水蒸気
の少なくとも一方を除去し、再生オフガスとする燃料再生手段と、前記再生オフガスを用
いて発電を行う燃料電池セルを有する第２燃料電池と、ブロワを備え、前記ブロワにより
前記第２燃料電池から排出されたオフガスを循環させて前記燃料再生手段に供給するオフ
ガス循環経路と、を備える燃料電池システム。
【０００９】
　本形態に係る燃料電池システムは、第１燃料電池と、燃料再生手段と、第２燃料電池と
を備える多段式の燃料電池システムである。本形態のような多段式の燃料電池システムは
、第１燃料電池から排出されたオフガス中の二酸化炭素及び水蒸気の少なくとも一方を燃
料再生手段にて除去し、燃料ガスの濃度を高めた再生オフガスを用いて第２燃料電池にて
発電を行う。そのため、高い発電効率を得ることができる。
【００１０】
　さらに、本形態に係る燃料電池システムは、二酸化炭素及び水蒸気の少なくとも一方が
燃料再生手段にて除去された再生オフガスを第２燃料電池に供給し、そして、オフガス循
環経路を通じて第２燃料電池から排出されたオフガスを循環させて燃料再生手段に供給す
る。そのため、本形態に係る燃料電池システムでは、オフガス循環経路を通じて第１燃料
電池から排出されたオフガスを循環させる場合と比較して、より少量のオフガスを循環さ
せればよい。従って、ブロワにおける負荷圧力及び消費電力を低減することができる。こ
れにより、補機損失が低減されて燃料電池システムの正味の発電量が増加し、システムの
発電効率を高めることができる。
【００１１】
　＜２＞　前記第２燃料電池の燃料利用率をＸ（％）としたとき、前記第１燃料電池の燃
料利用率が、１００Ｘ／（Ｘ＋１００）（％）よりも大きい＜１＞に記載の燃料電池シス
テム。
【００１２】
　第２燃料電池の燃料利用率がＸ（％）、かつ第１燃料電池の燃料利用率が１００Ｘ／（
Ｘ＋１００）（％）となるとき、電流密度等の条件が一定と仮定すれば、第１燃料電池及
び第２燃料電池における燃料電池セル数、燃料電池セルの表面積の合計や燃料電池スタッ
クの数が等しくなる。そのため、本形態に係る燃料電池システムでは、第１燃料電池にお
いて、第２燃料電池よりも燃料電池セル数、燃料電池セルの表面積の合計や燃料電池スタ
ックの数が多くなる。
【００１３】
　ここで、燃料電池に供給されるガスの圧力損失は、ガスの流量、燃料電池セルの数、燃
料電池スタックの数、燃料電池セルの表面積の合計などにより影響を受け、これらの値を
小さくすることで燃料電池に供給されるガスの圧力損失を小さくすることができる。その
ため、本形態に係る燃料電池システムでは、第１燃料電池に供給されるガスの圧力損失に
対する第２燃料電池に供給されるガスの圧力損失の比を小さくすることができる。
【００１４】
　＜３＞　以下の（１）～（３）のいずれかの条件を満たす＜１＞又は＜２＞に記載の燃
料電池システム。（１）前記第２燃料電池における前記燃料電池セルの数が、前記第１燃
料電池における前記燃料電池セルの数よりも少ない。（２）前記第１燃料電池及び前記第
２燃料電池が複数の前記燃料電池セルが積層してなる燃料電池スタックをそれぞれ１つ以
上有し、前記第２燃料電池における前記燃料電池スタックの数が、前記第１燃料電池にお
ける前記燃料電池スタックの数よりも少ない。（３）前記第２燃料電池における前記燃料
電池セルの表面積の合計が、前記第１燃料電池における前記燃料電池セルの表面積の合計
よりも小さい。
【００１５】
　ここで、燃料電池に供給されるガスの圧力損失は、ガスの流量、燃料電池セルの数、燃
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料電池スタックの数、燃料電池セルの表面積の合計などにより影響を受け、これらの値を
小さくすることで燃料電池に供給されるガスの圧力損失を小さくすることができる。その
ため、本形態に係る燃料電池システムでは、上記（１）～（３）のいずれかの条件を満た
すときに、第１燃料電池に供給されるガスの圧力損失に対する第２燃料電池に供給される
ガスの圧力損失の比を小さくすることができる。
【００１６】
　＜４＞　原料ガスを改質して前記燃料ガスを生成する改質器をさらに備え、前記第１燃
料電池は、前記改質器から供給された前記燃料ガスを用いて発電を行う＜１＞～＜３＞の
いずれか１つに記載の燃料電池システム。
【００１７】
　本形態に係る燃料電池システムは、原料ガスを改質して燃料ガスを生成する改質器をさ
らに備えており、改質器にて生成された燃料ガスを用いて第１燃料電池にて発電を行う。
【００１８】
　＜５＞前記第１燃料電池及び前記第２燃料電池は、固体酸化物形燃料電池である＜１＞
～＜４＞のいずれか１つに記載の燃料電池システム。
【００１９】
　本形態に係る燃料電池システムでは、第１燃料電池及び第２燃料電池が固体酸化物形燃
料電池であるため、燃料電池の動作温度が高く、燃料電池から排出されるオフガスの温度
も高くなり、高温下でも動作する構造や材質で構成された特殊なブロアが必要であり、か
つブロワの耐久性が低下しやすい。本形態に係る燃料電池システムでは、ブロワの負荷を
軽減することができるため、動作温度が高い固体酸化物形燃料電池を用いた場合における
ブロワの耐久性の低下を抑制できる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、ブロワにおける負荷圧力を低減し、高い発電効率を有する燃料電池シ
ステムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の一実施形態に係る燃料電池システムを示す概略構成図である。
【図２】比較対象に係る燃料電池システムを示す概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　本明細書において、「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される数
値を下限値及び上限値として含む範囲を意味する。
【００２３】
［燃料電池システム］
　以下、本発明の燃料電池システムの一実施形態について図１を用いて説明する。図１は
、本実施形態に係る燃料電池システムを示す概略構成図である。本実施形態に係る燃料電
池システム１０は、原料ガスを改質して燃料ガスを生成する改質器５と、燃料ガスを用い
て発電を行う第１燃料電池１と、未反応の燃料ガスを含むオフガスから二酸化炭素及び水
蒸気の少なくとも一方を除去し、再生オフガスとする燃料再生器（燃料再生手段）２と、
再生オフガスを用いて発電を行う第２燃料電池３と、ブロワ４により第２燃料電池３から
排出されたオフガス（アノードオフガス）を循環させて燃料再生器２に供給するオフガス
循環経路１５と、を備える。
【００２４】
　本実施形態に係る燃料電池システム１０は、第１燃料電池１と、燃料再生器２と、第２
燃料電池３とを備える多段式の燃料電池システムである。本実施形態のような多段式の燃
料電池システムは、第１燃料電池１から排出されたオフガス中の二酸化炭素及び水蒸気の
少なくとも一方を燃料再生器２にて除去し、燃料ガスの濃度を高めた再生オフガスを用い
て第２燃料電池３にて発電を行う。そのため、高い発電効率を得ることができる。
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【００２５】
　さらに、燃料電池システム１０は、二酸化炭素及び水蒸気の少なくとも一方が燃料再生
器２にて除去された再生オフガスを第２燃料電池３に供給し、そして、オフガス循環経路
１５を通じて第２燃料電池３から排出されたオフガスを循環させて燃料再生器２に供給す
る。そのため、燃料電池システム１０では、オフガス循環経路を通じて第１燃料電池から
排出されたオフガスを循環させる場合と比較して、より少量のオフガスを循環させればよ
い。従って、ブロワ４における負荷圧力及び消費電力を低減することができる。これによ
り、補機損失が低減されて燃料電池システム１０の正味の発電量が増加し、システムの発
電効率を高めることができる。
【００２６】
　また、ブロワ４への負荷も軽減できるため、ブロワ４の耐久性を向上させることができ
、交換や保守のコストを低減できる。特に、第１燃料電池１及び第２燃料電池３として高
温型の燃料電池を使用した場合、オフガスが高温となり、ブロワ４の耐久性が低下しやす
くなる。本実施形態に係る燃料電池システム１０では、ブロワ４の負荷を軽減できるため
、例えば、動作温度が高い固体酸化物形燃料電池を用いた場合におけるブロワ４の耐久性
の低下を抑制できる。
【００２７】
　さらに、本実施形態に係る燃料電池システム１０では、ブロワ４への負荷を軽減できる
ため、ブロワ４の騒音及び振動を抑制できる。
【００２８】
　以下、本実施形態に係る燃料電池システム１０の各構成について説明する。
【００２９】
（改質器）
　本実施形態に係る燃料電池システム１０は、原料ガスを改質して燃料ガスを生成する改
質器５を備え、原料ガス供給経路１１を通じて原料ガスが供給される。改質器５は、例え
ば、バーナ又は燃焼触媒を配置した燃焼部６と、改質用触媒を備える改質部７とにより構
成される。
【００３０】
　原料ガスとしては、改質が可能なガスであれば特に限定されず、例えば、炭化水素ガス
が挙げられる。炭化水素ガスとしては、天然ガス、ＬＰガス（液化石油ガス）、石炭改質
ガス、低級炭化水素ガス、バイオガスなどが例示される。低級炭化水素ガスとしては、メ
タン、エタン、エチレン、プロパン、ブタン等の炭素数４以下の低級炭化水素が挙げられ
、特にメタンが好ましい。なお、炭化水素ガスとしては、上述したガスを２種以上混合し
たものであってもよい。
【００３１】
　原料ガスの改質としては、水蒸気改質、二酸化炭素改質、部分酸化改質、シフト反応改
質などが挙げられ、改質器５は、原料ガスの二酸化炭素改質及び水蒸気改質の少なくとも
一方を行う構成であってもよく、また、部分酸化改質、シフト反応改質などにより燃料ガ
スを生成する構成であってもよい。本実施形態では、原料ガスとしてメタンガス（ＣＨ４

）を用い、改質器５にてメタンを水蒸気改質し、燃料ガスを生成する構成について以下に
説明する。
【００３２】
　改質部７は、上流側にて原料ガス供給経路１１、及び水蒸気を供給する水蒸気供給経路
１２と接続しており、下流側にて燃料ガス供給経路１３と接続している。原料ガス供給経
路１１を通じてメタンなどの原料ガスが改質部７に供給され、かつ水蒸気供給経路１２を
通じて水蒸気が改質部７に供給される。そして、改質部７にて原料ガスを水蒸気改質した
後に、生成された燃料ガスが燃料ガス供給経路１３を通じて第１燃料電池１に供給される
。
【００３３】
　燃焼部６は、上流側にてオフガス供給経路１４及び空気供給経路１６と接続しており、
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下流側にて排気経路１７と接続している。燃焼部６は、第２燃料電池３のアノード側から
排出され、オフガス供給経路１４を通じて供給されたオフガスと、第２燃料電池３のカソ
ード側から排出され、空気供給経路１６を通じて供給された未反応の酸素を含むガスと、
の混合ガスを燃焼させ、改質部７を加熱する。燃焼部６からの排気は、排気経路１７を通
じて排出される。
【００３４】
　排気経路１７及び空気供給経路１６には熱交換器８が設置されており、熱交換器８によ
り、排気経路１７を流通する排気と、空気供給経路１６を流通する空気（酸素を含むガス
）と、の間で熱交換を行う。これにより、排気経路１７を流通する排気は冷却された後に
排出され、空気供給経路１６を流通する空気は、第１燃料電池１の作動温度に適した温度
に加熱された後に第１燃料電池１のカソードに供給される。
【００３５】
　改質部７で起こる水蒸気改質は大きな吸熱を伴うので、反応の進行のためには外部から
熱の供給が必要である。そのため、燃焼部６で発生する燃焼熱により改質部７を加熱する
ことが好ましい。あるいは、燃焼部６で発生する燃焼熱に各燃料電池から放出される熱を
加えてもよく、燃焼部６を設置せずに各燃料電池から放出される熱を用いて改質部７を加
熱してもよい。
【００３６】
　原料ガスとしてメタンなどの炭化水素ガスを水蒸気改質させた場合、改質部７にて、一
酸化炭素及び水素が生成される。
【００３７】
　改質部７内に設置される改質用触媒としては、水蒸気改質反応の触媒となるものであれ
ば特に限定されないが、Ｎｉ、Ｒｈ、Ｒｕ、Ｉｒ、Ｐｄ、Ｐｔ、Ｒｅ、Ｃｏ、Ｆｅ及びＭ
ｏの少なくとも一つを触媒金属として含む水蒸気改質用触媒が好ましい。
【００３８】
　改質器５の改質部７に供給される単位時間当たりの水蒸気の分子数Ｓと、改質器の改質
部７に供給される単位時間当たりの原料ガスの炭素原子数Ｃとの比であるスチームカーボ
ン比Ｓ／Ｃは、１．５～３．５であることが好ましく、２．０～３．０であることがより
好ましく、２．０～２．５であることがさらに好ましい。スチームカーボン比Ｓ／Ｃがこ
の範囲にあることにより、原料ガスが効率よく水蒸気改質され、水素及び一酸化炭素を含
む燃料ガスが生成される。さらに、燃料電池システム１０内での炭素析出を抑制すること
ができ、燃料電池システム１０の信頼性を高めることができる。
【００３９】
　また、燃焼部６は、水蒸気改質を効率よく行う観点から、改質部７を、６００℃～８０
０℃に加熱することが好ましく、６００℃～７００℃に加熱することがより好ましい。
【００４０】
　本発明に係る燃料電池システム（特に、高温型の燃料電池を備える燃料電池システム）
では、改質器が第１燃料電池の外部に取り付けられている必要はなく、第１燃料電池に原
料ガスならびに水蒸気及び二酸化炭素の少なくとも一方を直接供給し、第１燃料電池の内
部で改質（内部改質）を行い、生成された燃料ガスを第１燃料電池での発電に用いる構成
であってもよい。特に第１燃料電池が高温型の燃料電池である場合、内部での反応温度は
５５０℃以上と高温であるため、第１燃料電池内で水蒸気改質を行うことが可能である。
【００４１】
　なお、改質器にて二酸化炭素改質を行う場合、改質部に供給される原料ガス（好ましく
はメタン）の炭素原子数（Ａ）と二酸化炭素の分子数（Ｂ）との比（Ａ：Ｂ）は、二酸化
炭素改質を効率よく行なう観点から、例えば７００℃なら、１：２．７～５．０が好まし
く、１：２．７～４．０がより好ましい。さらに、炭素析出を抑制する観点から、水蒸気
を一部添加してもよい。
【００４２】
　なお、改質器は、本発明において必須の構成ではなく、第１燃料電池の上流側に改質器



(7) JP 6698406 B2 2020.5.27

10

20

30

40

50

を配置することなく、水素及び一酸化炭素の少なくとも一方を含む燃料ガスを第１燃料電
池に供給して発電を行う構成であってもよい。
【００４３】
（第１燃料電池）
　本実施形態に係る燃料電池システム１０は、燃料ガス供給経路１３を通じて改質器５か
ら供給された燃料ガスを用いて発電を行う第１燃料電池１を備えている。第１燃料電池１
は、例えば、カソード（空気極）、電解質及びアノード（燃料極）を備える燃料電池セル
であってもよく、燃料電池セルを複数積層した燃料電池スタックであってもよく、さらに
燃料電池スタックを複数個接続してもよい。また、第１燃料電池１としては、６００℃～
１０００℃程度で作動する高温型の燃料電池及び、６０℃～２００℃程度の温度で作動す
る低温型の燃料電池が挙げられる。高温型の燃料電池としては、固体酸化物形燃料電池（
ＳＯＦＣ）、溶融炭酸塩形燃料電池（ＭＣＦＣ）が挙げられ、低温型の燃料電池としては
、６０℃～１００℃程度で作動する固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）、１５０℃～２０
０℃程度で作動するリン酸形燃料電池（ＰＡＦＣ）が挙げられる。
【００４４】
　第１燃料電池１での燃料ガスの電気化学的な反応により、発電が行われ、第１燃料電池
１が固体酸化物形燃料電池である場合にはアノード側にて主に水蒸気が生成され、第１燃
料電池１が溶融炭酸塩形燃料電池である場合にはアノード側にて主に水蒸気及び二酸化炭
素が生成される。なお、固体酸化物形燃料電池であっても、一部の一酸化炭素が発電に用
いられることで、二酸化炭素が生成される。
【００４５】
　第１燃料電池１のカソードから排出された未反応の酸素を含むガスは、下流側の空気供
給経路１６を通じて、第２燃料電池３のカソード（図示せず）に供給される。
【００４６】
　一方、第１燃料電池１のアノードから排出された未反応の燃料ガスを含むオフガスは、
オフガス供給経路１４を通じて燃料再生器２へ供給される。ここで、未反応の燃料ガスを
含むオフガスは、水素、一酸化炭素、二酸化炭素、水蒸気、メタンなどを含む混合ガスで
ある。
【００４７】
（燃料再生器）
　本実施形態に係る燃料電池システム１０は、第１燃料電池１から排出された未反応の燃
料ガスを含むオフガス中の二酸化炭素及び水蒸気の少なくとも一方を除去し、燃料ガスの
濃度を高めて再生オフガスとする燃料再生器２を備えている。燃料再生器２としては、二
酸化炭素及び水蒸気の少なくとも一方を除去することができる構成であれば限定されない
。また、除去する方法についても特に限定されず、吸着、吸収、分離（例えば、膜分離）
、凝縮、分解などが挙げられる。
【００４８】
　燃料再生器２としては、例えば、水凝縮器、水蒸気吸着材、二酸化炭素吸着材、水蒸気
吸収剤、二酸化炭素吸収材、二酸化炭素及び水蒸気の少なくとも一方を分離する分離膜な
どが挙げられ、これらを単独で、あるいは組み合わせて用いてもよい。
【００４９】
　燃料再生器２として分離膜を設ける場合、分離膜のガス供給側にオフガスが供給される
ように分離膜を設ける。分離膜のガス供給側にオフガスが供給されると、オフガスに含ま
れる二酸化炭素及び水蒸気の少なくとも一方が分離膜により分離されて燃料ガスの濃度を
高めることができる。このとき、オフガスに含まれる二酸化炭素及び水蒸気の少なくとも
一方が分離膜を透過してガス透過側に移動するようにして二酸化炭素及び水蒸気の少なく
とも一方を分離膜により分離してもよい。あるいは、オフガスに含まれる水素及び一酸化
炭素の少なくとも一方が分離膜を透過してガス透過側に移動するようにして二酸化炭素及
び水蒸気の少なくとも一方を分離膜により分離し、ガス透過側に移動したガスが再生オフ
ガスとして第２燃料電池３に供給される構成となっていてもよい。
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　オフガスに含まれる二酸化炭素及び水蒸気の少なくとも一方を分離膜に透過させる際、
分離膜でのガス透過を促進させる点から、分離膜のガス透過側にスイープガスを供給する
構成であることが好ましい。
【００５０】
　分離膜のガス透過側にスイープガスを供給する場合、別途スイープガスを供給する供給
経路を分離膜のガス透過側に設けてもよいが、燃料電池システム１０の各構成に供給され
るガス、あるいは燃料電池システム１０の各構成から排出されるガスをスイープガスとし
、別途スイープガスを供給する供給経路を設けなくてもよい。
【００５１】
　例えば、（１）空気供給経路１６を流通する空気若しくはカソードオフガス、（２）排
気経路１７を流通する排気をスイープガス、又は（３）原料ガス供給経路１１を流通する
原料ガスをスイープガスとし、それぞれ、空気供給経路１６、排気経路１７又は原料ガス
供給経路１１をスイープガス供給経路としてもよい。これにより、別途スイープガスを供
給する供給経路を設ける必要がない。そのため、システムを複雑化させることなく、簡易
な構成で水蒸気透過性及び二酸化炭素透過性を向上させることができる。
【００５２】
　分離膜としては、二酸化炭素及び水蒸気の少なくとも一方を分離する膜であれば特に限
定されず、例えば、有機高分子膜、無機材料膜、有機高分子－無機材料複合膜、液体膜な
どが挙げられる。また、水蒸気分離膜は、ガラス状高分子膜、ゴム状高分子膜、イオン交
換樹脂膜、アルミナ膜、シリカ膜、炭素膜、ゼオライト膜、セラミック膜、アミン水溶液
膜又はイオン液体膜であることがより好ましい。
【００５３】
　なお、燃料再生器２として、水凝縮器を設ける場合、水蒸気透過性又は二酸化炭素透過
性が低温にて向上する分離膜を設ける場合などは、オフガスは燃料再生器２に供給される
前に冷却されることが好ましい。そのため、燃料再生器２に供給されるオフガスと、燃料
再生器２から排出されオフガス供給経路１４を通じて第２燃料電池３に供給される再生オ
フガスとの間で熱交換を行う熱交換器を、オフガス供給経路１４に配置してもよい。これ
により、オフガス供給経路１４を流通するオフガスは、水凝縮若しくは水蒸気分離又は二
酸化炭素分離に適した温度まで冷却され、かつ、オフガス供給経路１４を流通する再生オ
フガスは、第２燃料電池３の作動温度に適した温度に加熱される。そのため、システム全
体において、発電効率及び熱効率がより向上する。
【００５４】
　燃料再生器２にて二酸化炭素及び水蒸気の少なくとも一方が除去され、燃料ガスの濃度
が上昇したオフガスは、再生オフガスとしてオフガス供給経路１４を通じて第２燃料電池
３のアノード（図示せず）に供給される。
【００５５】
（第２燃料電池）
　本実施形態に係る燃料電池システム１０は、燃料再生器２の下流に、再生オフガスを用
いて発電を行う第２燃料電池３を備えている。第２燃料電池３としては、例えば、カソー
ド、電解質及びアノードを備える燃料電池セルであってもよく、燃料電池セルを複数積層
した燃料電池スタックであってもよく、さらに燃料電池スタックを複数個接続してもよい
。
【００５６】
　ここで、第２燃料電池３の燃料利用率をＸ（％）としたとき、第１燃料電池１の燃料利
用率が、１００Ｘ／（Ｘ＋１００）（％）よりも大きい構成としてもよい。
【００５７】
　第２燃料電池３の燃料利用率がＸ（％）、かつ第１燃料電池１の燃料利用率が１００Ｘ
／（Ｘ＋１００）（％）となるとき、電流密度等の条件が一定と仮定すれば、第１燃料電
池１及び第２燃料電池３における燃料電池セル数、燃料電池セルの表面積の合計や燃料電
池スタックの数が等しくなる。そのため、本実施形態に係る燃料電池システム１０では、
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第１燃料電池１において、第２燃料電池３よりも燃料電池セル数、燃料電池セルの表面積
の合計や燃料電池スタックの数が多くなる。
【００５８】
　ここで、燃料電池に供給されるガスの圧力損失は、ガスの流量、燃料電池セルの数、燃
料電池スタックの数、燃料電池セルの表面積の合計などにより影響を受け、これらの値を
小さくすることで燃料電池に供給されるガスの圧力損失を小さくすることができる。その
ため、本実施形態に係る燃料電池システム１０では、第１燃料電池１に供給されるガスの
圧力損失に対する第２燃料電池３に供給されるガスの圧力損失の比を小さくすることがで
きる。
【００５９】
　第２燃料電池３は、例えば、（１）第２燃料電池３における燃料電池セルの数が、第１
燃料電池１における燃料電池セルの数よりも少ない構成、（２）第２燃料電池３における
燃料電池スタックの数が、第１燃料電池３における燃料電池スタックの数よりも少ない構
成、又は（３）第２燃料電池３における燃料電池セルの表面積の合計が、第１燃料電池１
における燃料電池セルの表面積の合計よりも小さい構成としてもよい。
【００６０】
　本実施形態に係る燃料電池システムでは、上記（１）～（３）のいずれかの条件を満た
すときに、第１燃料電池１に供給されるガスの圧力損失に対する第２燃料電池３に供給さ
れるガスの圧力損失の比を小さくすることができる。
【００６１】
　さらに、本実施形態に係る燃料電池システム１０では、第２燃料電池３に供給されるガ
スの流量を第１燃料電池１に供給されるガスの流量よりも少なくなるように調整してもよ
い。上記（１）～（３）のいずれかの条件を満たし、かつ第２燃料電池３に供給されるガ
スの流量を第１燃料電池１に供給されるガスの流量よりも少なくすることで、第２燃料電
池３に供給されるガスの圧力損失を、第１燃料電池１に供給されるガスの圧力損失よりも
小さくすることができる。
【００６２】
　例えば、第１燃料電池１及び第２燃料電池３における燃料利用率を調整することで、第
２燃料電池３に供給されるガスの流量を第１燃料電池１に供給されるガスの流量よりも少
なくすることが可能である。第２燃料電池３には、第１燃料電池１から排出されたオフガ
スが燃料再生器２にて再生された再生オフガス、及び、第２燃料電池３から排出されたオ
フガスがオフガス循環経路１５を通じて燃料再生器２に供給され、燃料再生器２にて再生
された再生オフガスが供給される。したがって、第２燃料電池３に供給されるガスの流量
は、第１燃料電池１及び第２燃料電池３における燃料利用率に応じて変動し、調整するこ
とが可能である。
【００６３】
　例えば、第１燃料電池１の燃料利用率をより高めて第１燃料電池１での燃料消費量を増
加させることで、第２燃料電池３に供給されるガスの流量を少なくすることができる。そ
の結果、第２燃料電池３に供給されるガスの流量を第１燃料電池１に供給されるガスの流
量よりも少なくすることが可能である。
【００６４】
　なお、燃料電池における燃料利用率は、例えば、燃料電池セルの数、燃料電池スタック
の数、燃料電池セルの表面積の合計、燃料電池における電流値、燃料電池における電圧値
などの各数値を変動させて調整すればよい。例えば、燃料電池における燃料利用率を増加
させるためには、上記各数値の少なくともいずれかを増加させればよい。
【００６５】
　第１燃料電池１における燃料の燃料電池セルの数、燃料電池スタックの数又は燃料電池
セルの表面積の合計と、第２燃料電池３における燃料の燃料電池セルの数、燃料電池スタ
ックの数又は燃料電池セルの表面積の合計との比はそれぞれ、１．５：１～１０：１であ
ることが好ましく、２：１～５：１であることがより好ましい。
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【００６６】
　第２燃料電池３としては、６００℃～１０００℃程度で作動する高温型の燃料電池が挙
げられる。高温型の燃料電池としては、固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）、溶融炭酸塩
形燃料電池（ＭＣＦＣ）が挙げられる。
【００６７】
　燃料電池システム１０では、第２燃料電池３は、水蒸気及び二酸化炭素の少なくとも一
方が除去された再生オフガスを用いて発電を行う。そのため、第２燃料電池３では、電極
間の酸素分圧差に起因する理論電圧が向上するとともに、オフガス中の水蒸気又は二酸化
炭素に起因する濃度過電圧が低減され、特に高電流密度時に高い性能を発揮することがで
きる。さらに、第２燃料電池３にて高い起電力（電圧）を発揮することができるため、高
い燃料利用率での運転が可能となる。よって、燃料電池システム１０は、後段の燃料電池
にて水蒸気及び二酸化炭素が分離されていないオフガスを用いて発電を行う多段式の燃料
電池システムと比較して、高い発電効率を得ることができる。なお、再生オフガスは、水
蒸気及び二酸化炭素の少なくとも一方が、完全に除去されているガスだけでなく、一部が
除去されているガスも包含する。
【００６８】
　第２燃料電池３のカソードから排出された未反応の酸素を含むガスは、下流側の空気供
給経路１６を通じて改質器５の燃焼部６へ供給される。一方、第２燃料電池３のアノード
から排出されたオフガスは、一部はオフガス循環経路１５を通じて燃料再生器２に供給さ
れてリサイクルされ、残りはオフガス供給経路１４を通じて改質器５の燃焼部６へ供給さ
れる。
【００６９】
　オフガス循環経路１５は、第２燃料電池３から排出されたオフガスを循環させて燃料再
生器２に供給するための経路であり、第２燃料電池３の下流から燃料再生器２の上流に第
２燃料電池３から排出されたオフガスを供給する。オフガス循環経路１５は、配置された
ブロワ４により第２燃料電池３から排出されたオフガスを循環させて燃料再生器２に供給
する。
【００７０】
　オフガス循環経路１５は、第１燃料電池１から排出されたオフガスを循環させる場合と
比較して、より少量のオフガスを循環させればよいため、ブロワ４への負荷が低減される
。そのため、ブロワ４の耐久性向上を図ることができる。
【００７１】
　また、第１燃料電池１の燃料利用率をより高めて第１燃料電池１での燃料消費量を増加
させることが好ましい。これにより、第１燃料電池１から排出されたオフガス中の未反応
の燃料ガスの濃度が低下し、オフガス中の二酸化炭素及び水蒸気の濃度が増加するが、燃
料再生器２にてオフガス中の二酸化炭素及び水蒸気の少なくとも一方がより多く除去され
るため、第２燃料電池３に供給される再生オフガスの流量が小さくなる。その結果、第２
燃料電池３から排出されるオフガスの流量も小さくなり、オフガス循環経路１５により循
環させるオフガスの流量をより削減することができ、ブロワ４への負荷をより低減するこ
とができる。
【００７２】
　オフガス循環経路１５により循環させるオフガスの流量をより削減し、ブロワ４への負
荷をより低減する点から、第１燃料電池１の燃料利用率は、５０％以上であることが好ま
しく、６０％以上であることがより好ましく、７５％以上であることがさらに好ましい。
【００７３】
［実施の一例］
　以下、本発明の燃料電池システムの実施の一例について説明する。ここでは、図１に示
される本実施形態に係る燃料電池システム１０の一例では、図２に示される比較対象とな
る燃料電池システム２０の一例に対して発電効率が向上していることを示す。
【００７４】



(11) JP 6698406 B2 2020.5.27

10

20

30

40

50

　まず、図２は、比較対象に係る燃料電池システムを示す概略構成図である。図２に示す
燃料電池システム２０は、オフガス循環経路１５の代わりにオフガス循環経路１８が配置
されている点で、燃料電池システム１０と相違する。オフガス循環経路１８は、第１燃料
電池１から排出されたオフガスを一部循環させて改質器５の改質部７に供給するための経
路である。なお、燃料電池システム２０において、前述の燃料電池システム１０と同様の
構成については、同じ符号を付し、その説明を省略する。
【００７５】
　燃料電池を２つ有する多段式の燃料電池システムについて、前段の燃料電池及び後段の
燃料電池の燃料利用率をそれぞれ以下の通りと仮定する。
　前段の燃料電池の燃料利用率（以下、「Ｕｆ１」とする）・・・７５％
　後段の燃料電池の燃料利用率（以下、「Ｕｆ２」とする）・・・６０％
【００７６】
　前段の燃料電池から排出されたオフガス及び後段の燃料電池から排出されたオフガスを
循環させない場合、上記Ｕｆ１及びＵｆ２から、システム全体の燃料利用率ならびに前段
の燃料電池及び後段の燃料電池におけるセル比を以下のようにして計算する。
　システム全体の燃料利用率（ＵｆＴ）・・・ＵｆＴ＝Ｕｆ１＋（１－Ｕｆ１）×Ｕｆ２

＝９０％
　セル比・・・Ｕｆ１：（１－Ｕｆ１）×Ｕｆ２＝５：１
【００７７】
　したがって、システム全体の燃料利用率は９０％であり、前段の燃料電池のセル数：後
段の燃料電池のセル数＝５：１であることが算出される。ここで、図１、２における燃料
電池システム１０、２０についても、第１燃料電池１のセル数：第２燃料電池３のセル数
＝５：１とし、システムの発電効率についてそれぞれ検討する。
【００７８】
　次に、比較対象となる燃料電池システム２０について、ＤＣ発電効率（発電端）を７３
．０％（ＬＨＶ：低位発熱量）、インバータによる損失を５％、補機損失を６％と仮定す
ると、ＡＣ発電効率は、以下の式により６５．２％と算出される。
　ＡＣ発電効率＝ＤＣ発電効率×（１－インバータ損失）×（１－補機損失）＝７３．０
％×（１００％－５％）×（１００％－６％）＝６５．２％
【００７９】
　補機としては燃料ブロワ（図示せず）、空気ブロワ（図示せず）、燃料リサイクルブロ
ワ（ブロワ４）等が想定され、主な補機損失としてはこれらブロワの運転に必要な電力が
挙げられる。これらのブロワのうち、燃料リサイクルブロワは基本的に高温で動作させる
必要があるので、大きな損失割合が想定される。そこで、燃料リサイクルブロワによる補
機損失を全体の半分、すなわち３％であると仮定する。以下、実施の一例の性能向上効果
を検討する。
【００８０】
　実施の一例である燃料電池システム１０について、ＤＣ発電効率（発電端）を７３．０
％（ＬＨＶ：低位発熱量）、インバータによる損失を５％と仮定する。燃料電池システム
１０では、ブロワの負荷圧力の低下により燃料リサイクルブロワの補機損失がどの程度低
下するかは、ブロワの種類に依存する。例えば、実施の一例にて、燃料リサイクルブロワ
の補機損失を比較対象の三分の一に低減できたと仮定すれば、燃料リサイクルブロワによ
る補機損失は３％×１／３＝１％となる。したがって、全体の補機損失は、３％（燃料リ
サイクルブロワ以外）＋１％（燃料リサイクルブロワ）＝４％となる。
【００８１】
　以上により、実施の一例に係る燃料電池システム１０について、ＡＣ発電効率は、以下
の式により６６．６％となり、比較対象に対して発電効率として１．４％の向上効果が見
込まれる。
　ＡＣ発電効率＝ＤＣ発電効率×（１－インバータ損失）×（１－補機損失）＝７３．０
％×（１００％－５％）×（１００％－４％）＝６６．６％
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【符号の説明】
【００８２】
１０、２０…燃料電池システム、１…第１燃料電池、２…燃料再生器（燃料再生手段）、
３…第２燃料電池、４…ブロワ、５…改質器、６…燃焼部、７…改質部、８…熱交換器、
１１…原料ガス供給経路、１２…水蒸気供給経路、１３…燃料ガス供給経路、１４…オフ
ガス供給経路、１５、１８…オフガス循環経路、１６…空気供給経路、１７…排気経路

【図１】

【図２】
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